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抄録  
 

本研究の目的は，スポーツイベント開催の効果が地域住民のイベントサポートに影

響を及ぼすかを明らかにすることであった．具体的には，神戸マラソン 2014 を事例に，

イベント開催前（プリ調査）と開催後（ポスト調査）で，神戸マラソンの社会的効果

が地域住民の神戸マラソンに対するイベントサポートに変化を及ぼすかについて検証

を行った．調査手法は，神戸市の市政アドバイザー1,080 人（プリ調査），1,059 人（ポ

スト調査）を対象に郵送法による質問紙調査を実施した．プリ調査は，2014 年 10 月 1
日（水）～16 日（木）で実施された．またポスト調査は，2014 年 1 月 8 日（木）～

27 日（火）で行われた．プリ調査の回収数は 560 票，有効回答数 550 票（回収率：50.9%）

であり，一方ポスト調査の回収数は 479 票，有効回答数は 466 票（回収率：44.0%）

であった．本研究の仮説モデルの検証を行うため，「イベントサポート」を従属変数，

イベント効果の 6 因子「好意的な社会文化的効果」，「否定的な社会文化的効果」，「好

意的な環境的効果」，「否定的な環境的効果」，「好意的な経済効果」，及び「否定的な経

済効果」を独立変数として重回帰分析を行った．その結果，プリ調査においては，「好

意的な社会文化的効果と「好意的な経済的効果」，及び「好意的な環境的効果」が「イ

ベントサポート」に正の影響を及ぼすことが確認された．ポスト調査に関しては，「好

意的な社会文化的効果」と「好意的な経済的効果」が「イベントサポート」に正の影

響を及ぼすことが確認された．以上の結果から，イベント主催者は，イベント終了後

にイベント開催効果を数値データに基づくエビデンスとして地域住民に提示する必要

があるだろう．またイベント主催者は，市民マラソンを通じた魅力あるまちづくりを

推進する必要があるだろう．  
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Abstract 
 

The purpose of this study was to explore the influence of perceived event 
impacts on event support of local residents. Especially, we have examined whether 
perceived social impacts of the Kobe marathon varied by event support of local 
residents when compared between pre and post surveys. The data collection took 
place one month before the event (October 1-16th, 2014) and one and a half month 
after the event (January 8-27th, 2015). Of the 1,080 municipal advisors approached 
as the pre-survey, a total of 550 (response rate of 50.9%) completed the 
questionnaire. Of the 1,059 municipal advisors also approached as the post-survey, 
a total of 466 (response rate of 44.0%) returned the questionnaire. To examine the 
hypothesized model, this study applied the regression analysis focusing on the 
relationships between perceived positive and negative socio -cultural, 
environmental, and economic impacts and event support of local residents. The 
results of the pre-survey indicated that perceived positive socio-cultural impact, 
positive economic impact, and positive environmental impact had a positive 
influence on event support of local residents. On the other hand, the results of the 
post-survey revealed that perceived positive socio-cultural impact and positive 
economic impact had a positive influence on event support of local residents. These 
findings suggest that an event organizer should provide the research evidence of 
event impacts to local residents after the event. Additionally, an event organizer 
needs to enhance the attractive community development through the event of city 
marathon. 
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１．はじめに 
 

2008 年に観光庁が設置されて以来，観光立国を

目指すわが国にとって，スポーツツーリズムの推進

は地域活性化の新たな起爆剤となっている（原田, 
2012）．2012年に一般社団法人日本ツーリズム推進

機構が設立されて以来，スポーツ合宿の誘致やスポ

ーツコミッションの設置が全国各地において進め

られるなど，スポーツツーリズムの周辺産業は慌た

だしさを増している．そうした中，ラグビーワール

ドカップ2019，東京2020オリンピック・パラリン

ピック競技大会，関西ワールドマスターズゲームズ

2021の開催が決定し，4年後から始めるメガ・スポ

ーツイベントに向け，スポーツイベントを核にした

地域活性化戦略は更なる注目が予測される． 
一方，2007 年より開始された東京マラソンを契

機として，現在全国各地において，多くの市民マラ

ソンが開催されている（山口ら, 2011）．市区町村単

位で開催される市民マラソンの最大の目的は，地域

住民の健康・体力づくりと，地域活性化・観光振興

である．スポーツイベント並びに市民マラソンの開

催は，①社会的効果，②経済的効果，③環境的効果，

④文化的効果など多くのベネフィットを地域にも

たらす（e.g., Kim, Gursoy, & Lee, 2006; Balduck, 
Maes, & Buelens, 2011; Gursoy, Chi, Ai, & Chen, 
2011; Kaplanidou, Karadakis, Gibson, Thapa, 
Walker, Geldenhuys, & Coetzee, 2013; Prayag, 
Hosany, Nunkoo, & Alders, 2013）． 
こうして市民マラソンへの関心は年々高まって

きているが，全国で数多くの市民マラソンが開催さ

れるようになると，参加者の誘致合戦が繰り広げら

れ，地元住民による差別化が困難になると指摘され

ている（原田・木村, 2009）．また横浜国際マラソン

や名古屋国際女子マラソンに代表されるエリート

マラソンが市民マラソンに移行されるなど，市民マ

ラソンの数は更に増えることが予想される．  
そうした中，他の市民マラソンと差別化を図りな

がら，市民マラソンを成功させるためには，地域住

民の協力が必要不可欠である．Andereck and Vogt
（2000），秋吉ら（2014）によると，地域のサポー

トなしに“持続可能なスポーツツーリズム産業”を発

展させることは困難だと述べている．また生涯スポ

ーツイベントは多くの地元ボランティアの支援が

不可欠なことから，スタッフやボランティアの間の

人的ネットワークが広がり，地域活性化に繋がると

野川（2007）は指摘している．したがって，市民マ

ラソンを開催することで，地域住民にどのような効

果があるかを検証することは，今後地域で開催され

るスポーツイベントないしは市民マラソンに対す

る地域住民のサポートを推し進める上で，重要とな

ることが考えられる．また東京 2020 オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会の開催に伴い，産業界

を中心に東京一極集中の流れが加速することが予

想されるため，地元の行政，企業，及び地域住民が

連携を図りながら，“地域化”，“ローカル化”を推し

進める必要もある． 
山口（2006）は，スポーツイベントの効果を，1）

経済的効果，2）社会的効果，3）個人的効果の3つ

に分類を行っている．本研究では，スポーツイベン

ト開催による効果を明確にするため，木田（2013）
の見解を支持し，社会的効果と個人的効果を1つに

まとめて“社会的効果”と捉えることとする．スポー

ツイベントの社会的効果とは，「生活の質，ライフ

スタイル，コミュニティ構造，行動パターン，個人

及び集団の価値体系がイベントを通し変化するこ

と」と定義されている（Taks, 2013, p.123）． 
これまでスポーツイベントの経済的効果の研究

は数多く行われてきた（e.g., Crompton, 1995; 原田, 
2008）．またスポーツイベントの社会的効果を検証

した研究は，メガ・スポーツイベントを対象として

数多く実証されてきた（e.g., Kim et al., 2006; 
Balduck et al., 2011; Kaplanidou et al., 2013; 
Prayag et al., 2013）．しかしながら，市民マラソン

のような地域を対象としたローカル・スポーツイベ

ント（ノン・メガ・スポーツイベント，スモールス

ケール・スポーツイベント含む）の効果については，

あまり研究が行われていないのが現状である．なぜ

なら，イベントマーケターは，ローカル・スポーツ

イベントの経済的効果を低く見積もる傾向にある

ためである（Yamaguchi, Yamaguchi, & Nogawa, 
2014）．Karadakis（2012）によると，ローカル・

スポーツイベントは，心理的，社会的，経済的効果

を含む様々な効果を地域住民にもたらすと指摘し

ている．またメガ・スポーツイベントと比べて，ロ

ーカル・スポーツイベントは地域住民のための成果

の機会が多いことから，自然と好意的な社会的効果

が高まる（Taks, 2013）．さらに，市民マラソンの

ようなローカル・スポーツイベントは，観戦者を引

き寄せ，参加者を魅力する機能を持っていると

Higham（1999）は述べている．したがって，ロー

カル・スポーツイベントの効果を検証することは，

学術的な貢献並びにイベント開催都市の地域住民

の生活向上や社会改善に寄与することができると

考えられる．またローカル・スポーツイベントの開

催効果を数値データに基づくエビデンスとして主

催者に提供することで，今後ローカル・スポーツイ

ベント開催を検討している地方自治体や民間企業

等のガイドラインにもなる． 
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２．目的 
 
本研究は，スポーツイベント開催の効果が地域住

民のイベントサポートに影響を及ぼすかを明らか

にすることを目的とする．特に本研究では，神戸マ

ラソン2014をローカル・スポーツイベントと捉え，

イベント開催前（プリ調査）と開催後（ポスト調査）

で，神戸マラソンの社会的効果が地域住民の神戸マ

ラソンに対するイベントサポートに変化を及ぼす

かについて検証する．また本研究では，ツーリズム

分野における社会的交換理論（Ap, 1992）と社会的

影響力（Chalip, 2006）の枠組みを援用し，理論的

にも説明可能な因果関係モデルの検証を行うこと

とする．なお本研究におけるローカル・スポーツイ

ベントとは，先行研究（Higham, 1999; Getz, 2008; 
Taks, 2013）を基に，「地域において年1回開催さ

れる競争的で，国際的な競技種目を用いた地域スポ

ーツイベント」と操作定義する． 
 
３．方法 
 
３－１．リサーチデザイン 

Inoue and Harvard（2014）によると，地域住民

の視点から，スポーツイベントの社会的効果を検証

する方法は 2 通りあると報告している．1 つ目は，

イベントの文化的，環境的，経済的な効果を広く評

価する手法である．2つ目は，地域住民の心理的，

感情的な効果を集中的に評価する手法である．本研

究では，地域住民の変化を大局的な視点から読み解

くことから，前者の研究方法を採用し，リサーチデ

ザインを組み立てることとした． 
 
３－２．調査方法 
調査イベントは，神戸マラソン 2014 である．神

戸マラソンは，例年11月3週目に開催されており，

参加者が約2万人，ボランティアが約7,500人，沿

道の応援が約 61 万人のローカル・スポーツイベン

トである．調査手法は，神戸市の市政アドバイザー

1,080人（プリ調査），1,059人（ポスト調査）を対

象に郵送法による質問紙調査を実施した．市政アド

バイザーとは，神戸市の住民基本台帳から，20 歳

以上の地域住民を対象に各区の人口等を基準とし

て無作為に抽出され，市政アドバイザーへの就任に

同意した人々のことを指す．プリ調査は，2014 年

10月1日（水）～16日（木）で実施された．また

ポスト調査は，2014年1月8日（木）～27日（火）

で行われた．プリ調査の回収数は560票，有効回答

数550票（回収率：50.9%）であり，一方ポスト調

査の回収数は 479 票，有効回答数は 466 票（回収

率：44.0%）であった． 
 
３－３．調査項目 
スポーツイベントの社会的効果に関して，本研究

ではPrayag et al.（2013）の6因子（好意的な社

会文化的効果，否定的な社会文化的効果，好意的な

環境的効果，否定的な環境的効果，好意的な経済効

果，及び否定的な経済効果）を基に 27 項目を設定

した．各質問項目に対し，「とてもそう思わない」

から「とてもそう思う」までのリッカートタイプの

7段階尺度で測定した．イベントサポートに関して，

本研究ではMcGehee and Anderck（2004）を参考

に「神戸マラソンに対する地域住民のサポート意

思」と操作定義する．また質問項目については，

McGehee and Anderck（2004）と Karadakis
（2012）を参考に3項目を設定し，各質問項目に対

し，「とてもそう思わない」から「とてもそう思う」

までのリッカートタイプの 7 段階尺度で測定した．

最後に，回答者のデモグラフィック特性について質

問を行った． 
本研究で用いた尺度はいずれも英語圏の文献が

元となっている．そのため英語で開発された尺度を

日本語に翻訳した際の翻訳的妥当性を検証する必

要があった．そこでバックトランスレーションの手

法を用い，（1）スポーツ社会学とレジャー・レクリ

エーションを専門とするバイリンガル研究者が質

問項目を英語から日本語，日本語から英語への逆翻

訳を行った．その後，共同研究者とのミーティング

において英語・日本語間での質問項目の整合性およ

びワーディングを精査した．最後に，神戸マラソン

の担当者とイベントの実務家によって，ワーディン

グの最終確認が行われ，いくつかの修正を行った． 
 
３－４．仮説モデルと分析方法 
本研究では，先行研究（Andereck & Vogt, 2000; 

Karadakis, 2012; Prayag et al., 2013; Kaplanidou 
et al., 2013; Inoue & Harvard, 2014）を基に仮説モ

デルを設定した（図1）．分析に関しては，まず始め

に尺度の信頼性と妥当性を確認するため，確認的因

子分析，クロンバックα係数，構成概念信頼性（CR : 
construct reliability），及び平均分散抽出（AVE : 
average variance extracted）の算出を行った．そ

の後，プリ・ポスト調査によって，数値データに変

化があるか検証を行うため，t 検定を行った．最後

に，プリ・ポスト調査によって，イベントの社会的

効果がイベントサポートに対する数値に変化があ

るかを検証するため，重回帰分析を行った．なお分

析には，IBM SPSS Statistics 18.0とAMOS 18.0
を用いた． 
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好意的な
社会文化的効果

否定的な
社会文化的効果

好意的な
環境的効果

否定的な
環境的効果

好意的な
経済的効果

否定的な
経済的効果

イベント
サポート

図１．仮説モデル  
 
４．結果及び考察 
 
４－１．回答者のデモグラフィック特性 
表1には，本研究におけるプリ・ポスト調査にお

ける回答者のデモグラフィック特性を示している．

プリ調査における男女の性別については，プリ調査

が男性230名（42.2%），女性が315名（57.8%）

であった．一方ポスト調査は，男性202名（43.7%），

女性が260名（56.3%）であった．平均年齢に関し

て，プリ調査は54.5歳，ポスト調査は54.2歳であ

った．居住歴において，プリ調査は「40～49年」

が17.9%（97人）と最も多く，次いで「30～39年」

が17.2%（93人），「20～29年」が16.1%（87人）

であった．一方ポスト調査は，プリ調査と異なり「20
～29年」が19.2%（89%）と最も多く，次いで「40
～49年」が16.6%（77名），「30～39年」が71名

（15.3%）であった． 
最終学歴に関して，プリ調査は「4年生大学卒」

が39.2%（211名）と最も多く，次いで「高校卒」

が29.9%（161名），「短大・専門学校卒」が21.6%
（116名）であった．一方ポスト調査は，プリ調査

と同様に「4年生大学卒」が39.8%（183名）と最

も多く，次いで「高校卒」が26.7%（123名），「短

大・専門学校卒」が24.6%（113名）であった．職

業において，プリ調査は「第三次産業（サービス・

商業・公務・金融・運搬）」が39.8%（214人）と

最も多く，次いで「専業主婦」が21.4%（115人），

「無職」が18.0%（97人）であった．一方ポスト

調査は，プリ調査と同様に，「第三次産業（サービ

ス・商業・公務・金融・運搬）」が37.1%（171人）

と最も多く，次いで「専業主婦」が23.4%（108人），

「無職」が17.8%（82人）であった． 

n (%) n (%)
性　別

男　性 230 (42.2) 202 (43.7)
女　性 315 (57.8) 260 (56.3)

年代
20代 29 (5.4) 31 (6.7)
30代 74 (13.7) 57 (12.3)
40代 107 (19.8) 96 (20.8)
50代 95 (17.6) 83 (18.0)
60代 134 (24.8) 112 (24.2)
70代 94 (17.4) 76 (16.5)
80代 8 (1.5) 7 (1.5)

居住歴
10年未満 54 (10.0) 45 (9.7)
10～19年 55 (10.2) 52 (11.2)
20～29年 87 (16.1) 89 (19.2)
30～39年 93 (17.2) 71 (15.3)
40～49年 97 (17.9) 77 (16.6)
50～59年 66 (12.2) 54 (11.7)
60～69年 63 (11.6) 48 (10.4)
70～79年 23 (4.3) 22 (4.8)
80年以上 3 (0.6) 5 (1.1)

最終学歴
小学校卒 2 (0.4) 1 (0.2)
中学校卒 15 (2.8) 12 (2.6)
高校卒 161 (29.9) 123 (26.7)

短大・専門学校卒 116 (21.6) 113 (24.6)
4年生大学卒 211 (39.2) 183 (39.8)
大学院卒 26 (4.8) 24 (5.2)
その他 7 (1.3) 4 (0.9)

職業
第二次産業 66 (12.3) 56 (12.1)
第三次産業 214 (39.8) 171 (37.1)
専業主婦 115 (21.4) 108 (23.4)

無職 97 (18.0) 82 (17.8)
学生 5 (0.9) 6 (1.3)

その他 41 (7.6) 38 (8.2)

ポストプリ

表1．デモグラフィック特性

 
 
表2には，神戸マラソンのランナー，ボランティ

ア，及び沿道応援経験を示している．プリ調査にお

けるランナー経験は，2.9%（16名）であり，一方

ポスト調査は，3.7%（17名）%であった．次に，

プリ調査におけるボランティア経験は，3.1%（17
名）であり，一方ポスト調査は，4.8%（22名）で

あった．最後に，プリ調査における沿道応援経験は，

27.3%（150名）であり，一方ポスト調査は，30.7%
（140名）であった． 

n (%) n (%)
ランナー

0回 534 (97.1) 442 (96.3)
1回 12 (2.2) 11 (2.4)
2回 3 (0.5) 4 (0.9)
3回 1 (0.2) 1 (0.2)

1 (0.2)

ボランティア
0回 533 (96.9) 433 (95.2)
1回 7 (1.3) 12 (2.6)
2回 4 (0.7) 6 (1.3)
3回 6 (1.1) 1 (0.2)

3 (0.7)

沿道応援
0回 400 (72.7) 316 (69.3)
1回 82 (14.9) 74 (16.2)
2回 51 (9.3) 35 (7.7)
3回 17 (3.1) 21 (4.6)

10 (2.2)

表2．神戸マラソン経験

プリ ポスト

※　ポスト調査は，第4回大会終了後に調査を行ったため

                4回※

                4回※

                4回※
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1 2 3 4 5 6 7
1. 好意的な社会文化的効果 -0.32 0.65 -0.23 0.68 -0.23 0.71
2. 否定的な社会文化的効果 -0.27 -0.14 0.70 -0.16 0.59 -0.34
3. 好意的な環境的効果 0.62 -0.24 -0.07 0.67 -0.04 0.49
4. 否定的な環境的効果 -0.22 0.64 -0.16 -0.13 0.64 -0.33
5. 好意的な経済的効果 0.70 -0.21 0.63 -0.13 -0.08 0.58
6. 否定的な経済的効果 -0.23 0.46 -0.14 0.53 -0.13 -0.29
7. イベントサポート 0.68 -0.34 0.55 -0.34 0.66 -0.31

表4．因子間相関

†：左下部分=プリ調査，右上部分＝ポスト調査

標準化偏回帰係数（β） t 許容度 VIF 標準化偏回帰係数（β） t 許容度 VIF
好意的な社会文化的効果 0.33*** 7.44 0.44 2.26 0.52*** 10.53 0.42 2.37
否定的な社会文化的効果 -0.03 -0.68 0.55 1.81 -0.01 -0.12 0.45 2.23
好意的な環境的効果 0.09* 2.18 0.53 1.88 0.01 0.12 0.47 2.11
否定的な環境的効果 -0.15 -0.38 0.52 1.94 -0.15 -0.31 0.43 2.32
好意的な経済的効果 0.34*** 7.83 0.45 2.23 0.19*** 3.87 0.44 2.27
否定的な経済的効果 -0.08 -0.23 0.68 1.47 -0.05 -0.11 0.55 1.84

プリ ポスト
独立変数

表5．プリ・ポスト調査における重回帰分析の結果

† 従属変数：イベントサポート　プリ・決定係数=0.58　ポスト・決定係数=0.55　　　　　　　　　　　　　　　　　*=p<.05, **=p<.01, ***=p<.001

 
４－３．t検定によるプリ・ポスト調査の比較 
イベント効果の6因子「好意的な社会文化的効果」，

「否定的な社会文化的効果」，「好意的な環境的効

果」，「否定的な環境的効果」，「好意的な経済効果」，

「否定的な経済効果」と「イベントサポート」につ

いて，プリ・ポスト調査による t検定の比較を行っ

た．その結果，30項目中13項目で有意差がみられ

た（表3）． 
特に顕著な結果が表れたのが，好意的な環境的効

果と好意的な経済的効果である．好意的な環境的効

果に関しては，3項目全てに有意差がみられ，神戸

市民は神戸マラソン開催前にイベントを通し環境

的な効果が得られていると認識しているが，実際に

イベント終了後は環境的な効果をあまり得られて

いないと考えていることが明らかとなった．また経

済的効果に関しても同様のことが言え，神戸マラソ

ン開催前は，イベントに対し経済的な効果を得られ

ていると認識しているが，神戸マラソン終了後は経

済的な効果をあまり得られていないと考えている． 
全体的な傾向として，神戸マラソン開催前の方が

開催後より平均値において高い値を示しており，こ

の結果は過去の先行研究（Kim et al., 2006; 
Balduck et al., 2011）と同様の結果を示している．

つまり，地域住民は神戸マラソン開催前に，イベン

トに対し様々な社会的効果を認識しているが，実際

に神戸マラソン終了後は，それらの社会的効果はあ

まり得られていないと感じていると推察される． 
最後に本研究では，仮説モデルの検証を前提とし

ているため，7 つの変数の関連性を見ながら多重

共線性の確認を行った．その結果，VIF（variance 
inflation factor）が各変数で5を超えていなかった

ことから，多重共線性に問題がないと判断した． 
 
４－４．仮説モデルの検証 
本研究の仮説モデルの検証を行うため，「イベン

トサポート」を従属変数，イベント効果の6因子「好

意的な社会文化的効果」，「否定的な社会文化的効

果」，「好意的な環境的効果」，「否定的な環境的効果」，

「好意的な経済効果」，及び「否定的な経済効果」

を独立変数として重回帰分析を行った．なお，独立

変数の得点は，各因子内の項目の平均値を算出して

合成変数を作成し，それを独立変数とした（表5）．
その結果，プリ調査においては，「好意的な社会文

化的効果（β=0.33, p<.001）」と「好意的な経済的効

果（β=0.34, p<.001）」，及び「好意的な環境的効果

（β=0.09, p<.05）」が「イベントサポート」に正の

影響を及ぼすことが確認された．ポスト調査に関し

ては，「好意的な社会文化的効果（β=0.52, p<.001）」
と「好意的な経済的効果（β=0.19, p<.001）」が「イ

ベントサポート」に正の影響を及ぼすことが確認さ

れた．数値的な変化を読み解くと，神戸マラソン開

催前は，社会文化的効果と経済的効果，環境的効果

を認識している人ほど，神戸マラソンをサポートし

たいという気持ちが強くなるが，神戸マラソン終了

後は，経済的効果より社会的効果をより認識した人

ほど，神戸マラソンをサポートしたいという気持ち

が強くなることが明らかとなった． 
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５．まとめ 
 
本研究の目的は，スポーツイベント開催の効果が

地域住民のイベントサポートに影響を及ぼすかを

明らかにすることであった．具体的には，神戸マラ

ソン 2014 を事例に，イベント開催前（プリ調査）

と開催後（ポスト調査）で，神戸マラソンの社会的

効果が地域住民の神戸マラソンに対するイベント

サポートに変化を及ぼすかについて検証を行った．

その結果，以下の4点が明らかとなった． 
 
1）神戸マラソン開催前の方が開催後より，好意的

な環境的効果と好意的な経済的効果を認識して

いる． 
2）好意的な社会文化的効果と好意的な経済的効果

がイベントサポートを高める上で，重要な要因

となっている． 
3）神戸マラソン開催前は，社会文化的効果，経済

的効果，及び環境的効果を認識している人ほど，

神戸マラソンに対するイベントサポートが高く

なる． 
4）神戸マラソン開催後は，経済的効果より社会的

効果をより認識した人ほど，神戸マラソンに対

するイベントサポートが高くなる． 
 
これらの結果から，本研究は以下2点のインプリ

ケーションを行うことが可能といえる．第1点目に

イベント主催者は，イベント終了後にイベント開催

効果を数値データに基づくエビデンスとして地域

住民に提示する必要があるだろう．神戸マラソンで

は，第1回大会からランナー調査やボランティア調

査，そして経済的効果の結果をホームページ上に公

開している．しかしながら，それらの結果が地域住

民に情報として届いているか定かではない．またイ

ベントの社会文化的効果や環境的効果については，

これまでほとんど公表されていない．確かに他の市

民マラソンやローカル・スポーツイベントに比べれ

ば，神戸マラソンは情報公開を積極的に行っている

数少ないイベントと言えるが，本研究結果より地域

住民が神戸マラソンの開催効果をイベント終了後

にあまり認識していないことが明らかとなった．特

に，イベントの環境的効果については，t 検定の結

果から大きくイベント終了後に評価を下げている．

東京マラソンでは，2008年から2010年大会におい

て，グリーンプロジェクトと題し，CO2 排出量の

調査結果をホームページやマスメディアに公開し，

CO2 排出の抑制に努めたイベント運営を行うこと

を提言している．山口（2014）によると，これまで

経済的効果や社会的効果が注目を集めてきている

が，今後は環境面への配慮が求められると述べてい

る．よって，東京マラソンが実施しているような環

境的な側面をアピールしたイベント運営を今後行

っていく必要があり，またイベント終了後には，イ

ベントの環境的な側面を含めたイベントの社会的

効果を積極的に社会ないしは地域住民に情報とし

て発信していくことが望まれる． 
第2点目に，イベント主催者は，市民マラソンを

通じた魅力あるまちづくりを推進する必要がある

だろう．Chalip（2006）の社会的影響力によると，

スポーツイベントの開催は，単なる娯楽以上の価値

があり，また潜在的な社会的価値を持つ社交場とな

る可能性があると述べている．例えば，マラソンブ

ームの火付け役となった東京マラソンでは，単にイ

ベントを開催するのではなく，東京都，企業，及び

地域住民が連携しながら，マラソンを通じたまちづ

くりの推進を図っている．東京近辺にある多くのス

ポーツショップやスポーツ用品メーカーの直営店

では，東京マラソン完走のためのクリニックを定期

的に開催し，地域住民のためのスポーツ活動の機会

を提供している．また皇居の周りを走る“皇居ラン

ナー”は，健康増進ないしはマラソン完走を目指し，

一日4,000人が皇居の周りをランニングしながらレ

ジャーを満喫している．そこでは一人でランニング

を行う人もいれば，グループを作りながら走る人も

おり，また走り終わった後，皇居の周りにあるラン

ナーズステーションやカフェでお茶を飲みながら

ランニングや趣味の話に花が咲く．東京マラソンは

あくまで一つの成功事例に過ぎないが，地元の行政，

企業，そして地域住民が協力し合いながら，マラソ

ンをツールとした魅力あるまちづくりの推進を図

っていくことが望まれる．そうした取り組みを行う

ことで，地域住民のイベントに対するサポートが得

られる可能性があるだろう． 
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